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　各政党は、「手取りを増やす」政策を競っている。消費

が停滞している現時点において、手取り額の増大がもた

らす消費の成長による経済の活性化は、急を要する。消

費が成長しなければ、投資も本格的に伸びないからだ。

　ところで、手取りを増やすために一定額の減税をする

のならば、低所得者の減税割合が大きいほど、経済をよ

り活性化させる。低所得者は減税額の大部分を消費する

が、高所得者はその多くを貯蓄してしまうからだ。しか

も、低所得者の手取り額の増大は、経済の活性化を通じて、

減税の恩恵を直接受けなかった中高所得者の手取り額ま

で上昇させるから、同時に中高所得者に多少の増税をし

ても、それを相殺して手取り額を引き上げる力がある。

１．課税最低限の引き上げがもたらす手取り額の上昇は、

高所得者ほど大きい

　手取りを増やす目的のための各党の提案の中には、基

礎控除の引き上げによって、課税最低限を 75 万円引き上

げて減税する案もある。

　しかし、課税最低限の引き上げは、課税最低限未満の

所得の人には何の恩恵ももたらさない。さらに、よく知

られているように、所得税を払う人にもたらす手取り額

の上げ幅も、高所得者ほど大きい。（たとえば、課税最低

限を 75 万円引き上げる案による手取り額の上昇は、限界

税率が 15% の人の場合は、11.25 万円であるが、限界税

率が 50％の場合は、その三倍を超える 37.5 万円である）。

課税最低限をこのように引き上げると、7 兆円台の税収

が失われるといわれるが、その税収損失の大きな部分は、

高所得者からの税収減少によるものである。

2．社会保険の税方式化

　図 1 が示すように、日本の単身者の年収 200 万円のギ

グワーカー（個人で宅配を請け負う労働者等）の税と社

会保険料負担を合計した総負担額は、72.1 万円であり、

彼の年収の実に 36% である。この図から明らかなように、

所得税や住民税の負担よりも社会保険料負担の占める割

合のほうが大きい。

　このため、低所得者の手取り額を押し上げるためには、

基礎年金や医療保険などの社会保険を税方式化すること

の方が、課税最低限を引き上げるより優れた方法である。

税方式化とは、保険料ではなく、税のみで賄うことだ。

例えば、基礎年金のみを、保険料ではなく一般財源でま

かなう「税方式」にした場合でも、このギグワーカーの

総負担の 20.4 万円をゼロにできる。すなわち、課税最低

限を十分引き上げて所得税も住民税を 0 にした場合より

大きく手取り額を増やせる。

　カナダ、オーストラリア、ニュージーランド、アイス

ランド、デンマーク、スウェーデンなどでは、医療保険

と基礎年金の両方が、税方式で行われている。ノルウェー

では、医療保険が税方式で行われている。

　日本で基礎年金を税方式化するには、現在半額が補助

されている基礎年金の一般財源負担を倍にすればよいの

だから、上記の課税最低限引き上げ案より少ない 5.6 兆

円で可能である。

　つまり、基礎年金の税方式化は、課税最低限を 75 万円

引き上げる政策と比べて、低所得者の手取り増加額を 2

倍近く向上させてくれるが、費用は約 2 兆円低くてすむ。

3．所得税は増税すべきだ

　日本では、「社会保険と税の一体改革」以来、社会保険

財源は、保険料と消費税で賄うべきだという神話が定着

している。しかし、OECD（経済開発協力機構）先進国の

中で、基礎年金を保険料と付加価値税だけで賄っている

国はなく、どの国でも所得税を投入している。日本でも、

所得税は、基礎年金や医療保険の税法式化の財源の有力

な候補になる。しかし、日本の個人所得税収が GDP（国

図 1．埼玉県さいたま市在住の 40 歳単身世帯で、
年間所得が 200 万円の自営業者の税・保険料負担

（2024 年時点）
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内総生産）に占める割合は、図 2 が示すように、一人あ

たり GDP が日本以上である OECD 加盟先進国の中で、最

下位である。

　経済活性化の呼び水としての手取り額の引き上げは、

正しい政策目標である。しかしそのためには、低所得者

の総負担を大きく下げる必要がある。それを賄うために

は、中高所得者の所得税の増税は不可欠である。課税最

低限の引き上げによって、中高所得者により大きな所得

税減税をすることは、将来の経済活性化策への伸びしろ

を減らしてしまう。

図 2．先進国の、個人所得税収の GDP に対する比率


